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緊急通報システム

項目名

事業費
(財源内訳合計)

4,075千円

4,479千円

事業費

特定財源の
支出に伴う
一般財源

2,161千円

賃金

報償費

1,914千円

404千円

その他

需用費

庁内に関連する
事務事業の有無

有り

　　事業の概要について

対　　象
(誰を何を対象にして

いるか)

目　　的
(何のために)

ひとりぐらし高齢者の安否確認と栄養の補給を図ることで、高齢者福祉の向上を図る。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

全部委託

福祉保健部福祉総務課

根拠法令

　　コストの概要について

(平成26年度決算見込額)

平成26年度費用

平成27年度事務事業評価外部評価用説明シート

直営（委託無し）

（委託先：　 □□□□□□□□□□□□□　　　　　　　　）

（一部委託先：           　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

事務事業名 乳酸飲料配布事業事務事業番号

実施方法
(事業形態)

一部委託

指定管理

０８－０３－０２

所管部課名

その他

一人暮らしで市内に在住し、見守りを必要とする６５歳以上の高齢者

内　　容
(制度の沿革・施設の
説明等わかりやすく)

ひとりぐらし高齢者乳酸飲料配布事業要綱

財
源
内
訳

特定財源

人件費
(理論値)

一般財源

トータルコスト
(事業費+人件費)

　　関連事務事業について

→「有」の場合、その事務事業概要等記載

平成26年度事業費
内訳(主な項目)

事務事業名

事務事業
番号

08-03-01

事業概要：東京消防庁方式を採用、心臓疾患等緊急性のある持
病を持つ６５歳以上の高齢者を対象に、緊急通報システムを設
置し、緊急時に消防署に通報されることで、緊急対応をする。

4,075千円

 ひとりぐらし高齢者の安否確認を図るため、対象者から緊急連絡先２名を指定し申請してもらい、審

査決定の後、本人費用負担無しで週４回委託先の事業者が乳酸飲料を配布する。乳酸飲料配布時に安否

が確認できない場合（前回配布の乳酸飲料が残っている場合）には、事業者から市へ連絡があり、市か

ら本人や緊急連絡先に問い合わせて、安否確認を行う。なお、対象者は市内在住６５歳以上の一人世帯

であるが、緊急通報システム事業の利用者は利用できない。 



　　外部評価結果

　　事業実績について

362

乳酸飲料配布事業対象者数と事業費の推移

受給者数（人）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

284 326 322

　　外部評価結果を受けての担当課所見

4075事業費（千円） 2874 3414 3631

　　課題及び今後の対応について（行財政改革推進本部）

　

　　所管課評価

 高齢者の見守り対策として、乳酸飲料を配布するという手段の妥当性については課題があり、見直しをしていく必要があ

るものと考える。また、そもそも事務事業の目的として「栄養の補給」ということが掲げられており、当該目的自体の妥当

性についても検証したうえで、市の事業として何をどこまで実施するのかをめぐる考え方の整理が必要である。 

 見守り対策としての本事業の見直しに当たっては、高齢者の見守りのニーズをできる限り把握し、他の事業も含めた高齢

者の見守り施策全体を通じ、真に見守りが必要な方への対応に漏れが生じることのないよう、仕組みを整理していく必要が

ある。 

 総じて、高齢者の見守り施策全体が市民にとってわかりやすく、市として積極的にＰＲしていくことができるものとすべ

く、全体的な見直しを図られたい。 

 高齢化率の増加に伴い対象者が急増しているが、対象者の中で介護認定を受けている方が１３８人（３８％）にもなって

いる。介護認定を受けている方は何らかの介護サービスを受けていると考えられるので、その頻度には多少の差はあるもの

の重複して安否確認をされているものと思われる。現在の利用者は経過措置で認めるとしても、新規利用に関しては今後介

護保険サービス受給者との棲み分けを考えていく必要があると考えている。 

 担当課の考え方により取組みを進めていくこととする。本事業は、財政健全経営計画実行プランにおいて個別項目「高齢

者の見守り体制の見直し」として掲げられている事項であることから、進行管理には十分に留意するべきである。 

 本事業は、高齢者が地域で孤立することを防止し、住み慣れた地域で安心して暮らせるようにする高齢者の見守り対策の

ひとつとして、これまで一定の成果を上げてきている。しかしながら、これだけ高齢化が進んだ現在では、重層的に見守り

の対象になっている方については一定程度見直しが必要であり、介護保険サービスなど他の事業との整理を検討していきた

いと考えている。 

 受給者数は増加の傾向である。これは、最近の一人暮らし高齢者の増加に伴い、見守り施策の関心が非常に高く、市でも

ホームページ等でＰＲに努めているうえ、自治会等の地域での取組みや、介護サービス事業者が対象者を掘り起こしている

ことによるものと思われる。 


